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 COVID-19 流行下ではテレワークの進展などにより人口の地方分散が期待されている．しかし，実態と

しては大都市圏郊外への分散に留まっている．実効力のある地方居住施策を行うためには，流行下で発生

した大都市圏の都心部から離れる方向への転居意向(以下，「分散型」転居意向)の実態を定量的に捉える

ことが重要である．そこで本研究では COVID-19 流行下における三大都市圏での「分散型」転居意向の発

生状況を把握した上で，地方への転居意向の発生要因が郊外への転居意向と比較した際にどのような特徴

であるかについて分析した．その結果，テレワークの実施頻度が高いほど「分散型」転居意向が発生しや

すい傾向にあるが，その行き先が地方か郊外かを決定づける有意な要因とはなっていないことが明らかと

なり，テレワークを軸とした地方居住施策における課題が明らかとなった． 
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1. はじめに 

  

 COVID-19 流行により，テレワークをはじめとしたオ

ンラインサービスの利用が大きく進んできた．こうした

生活行動の変化はワークライフバランスの重視など人々

の生活への意識にも変化を与えている．そうした中で，

東京圏居住者の地方移住に関心がある人の割合が流行前

より増加していることが明らかとなっている注1)． 

 こうした状況から，COVID-19 流行により，大都市圏

から地方への人口移動が拡大することが期待されている．

実際に，安倍元内閣総理大臣は 2020年 6月 18日の記者

会見で「集中から分散へ，日本列島の姿，国土の在り方

を，今回の感染症は，根本から変えていく，その大きな

きっかけであると考えています．」と発言している注 2)．

さらに，デジタル田園都市国家構想総合戦略においては，

COVID-19 による変化により大都市圏から地方部への人

口分散が起こることを想定した上で戦略が立てられてい

る注3)． 

しかし，谷口・岡野 1)は，COVID-19流行下での大都市

圏における人口分散の行き先は，実空間では「地方」の

みならず，都市のコンパクト化に逆行する恐れがある大

都市圏の「郊外」も想定されると論じている．実際に

2020年，2021年では三大都市圏での転入超過数は減少し，

特に東京圏では東京圏外への転出者数が増加しているこ

とが明らかになっている．しかし実態としては，東京圏

から地方への人口分散は東京都から埼玉県，千葉県，神

奈川県といった郊外地域への人口移動といった東京圏の

内々での分散に比べて小さな量であったことが明らかと

なっている注 4)．これに加え， 2022 年には東京圏の転入

超過数は再び増加に転じ，22 道府県で東京圏に対する

人口流出が拡大するなど，再び大都市圏への人口集中が

拡大する状況となっている注 5)．従って，COVID-19 流行

による生活行動・意識の変化は期待通りに地方への人口

移動を加速させる動きとなっていないことがわかる． 
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以上より，COVID-19 流行を踏まえて地方部への人口

移動の拡大を目指す上では，COVID-19 が地方居住を促

すといった期待に基づいた施策検討を行うのではなく，

まず流行下で大都市圏から地方や郊外といった都心から

離れる方向への転居意向(以下，「分散型」転居意向)の

発生実態を定量的に捉えることが必要と考えられる．そ

の上で，「分散型」転居意向がある人に対して実際に地

方居住を促すにはどのような施策が必要なのかを検討す

るといった段階を踏むことが重要となると考えられる． 

加えて，COVID-19 により「分散型」転居意向が生じ

た人の中でも，特に地方への転居意向が生じた人の特徴

を捉えることが地方への人口分散の拡大施策を検討する

上では重要となる．つまり，COVID-19 流行下で地方へ

の転居意向が生じた人と郊外への転居意向が生じた人と

比較することにより，「分散型」転居意向が郊外にとど

まるものと地方まで行こうとするものの要因の違いを解

明することができる．これにより，ポストコロナにおけ

る地方への人口分散の拡大を目指す施策が， COVID-19

流行下で見られたように単なる郊外への人口の分散にと

どまらないようにするための施策を検討することにつな

がると考えられる． 

 

 

2. 本研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究の整理 

大都市圏の都心部から郊外部，地方部へと分散する人

口移動，転居意向に関する研究はこれまでに数多く行わ

れている．例えば，伊藤 3)は1971年から1996年にかけて

の東京都からの転居を東京都内々の転居と南関東への転

居，それ以外への転居に分類し，それぞれで挙げられて

いた転居理由の傾向を明らかにしている．布施・久米 4)

は 40~65 歳の首都圏居住者における地方への短期滞在や

長期滞在・永住に対する意向の有無に影響を与えている

個人属性やライフスタイル，居住地特性など要因を解明

している． 

 COVID-19 流行下における日本全国での人口移動の変

化とその要因を捉えた研究として，小坪・中谷 6)は東京

都区部からの転出において，COVID-19 流行前と比べ，

流行下では東京圏郊外部と東京圏外の北西部・南西部に

対する転出者数が増加している傾向を明らかにしている．

福田 7)は COVID-19 流行下における三大都市圏からそれ

以外の地方圏に対する人口移動に与える要因が流行前後

でどのように変化したのかを分析している． 

 さらに，COVID-19 流行下での転居意向について分析

を行った調査，研究も複数見られており，転居意向の発

生しやすい個人属性について見たものとしては，内閣府
注 1)は流行前よりも地方移住に関心を持つ人の割合が高

まり，20 代で地方移住への関心が高い傾向を捉えてい

る．三菱 UFJリサーチ&コンサルティング注6)は流行下で

移住を検討・実施した人は賃貸の集合住宅に住んでいる

人やリモートワークを実施するようになった人でその割

合が高いことを示している．坊注 7)は地方・郊外移住を

希望する人の割合が高い属性には，若年層，会社員(事

務系)，ライフステージが「第一子誕生」や「第一子小

学校入学」時である人などがあることを明らかにしてい

る．また，武田ら 8)は流行下での郊外や地方に対する転

居意向から COVID-19 流行下での人口の分散元となりう

る地域の特徴を自治体レベルで明らかにしている．  

流行下での転居意向の発生に寄与する要因を定量的に

見た研究も存在する．滕 9)は東京都に居住する若年層の

移住意識に与えた要因として，モデル分析によりテレワ

ークの実施状況，収入の変化，新型コロナへの感染に対

する不安感などがあることを示している． 

また，流行下での郊外に対する人口分散が発生した要

因を実際に行われた転居行動から明らかにした研究も見

られ，武田ら 8)は転居者の属性と転居先選択志向に変化

をもたらした要素から郊外分散の発生要因を解明してい

る． 

 以上のような既存研究では，COVID-19 の流行を踏ま

えた人口移動の変化や転居意向の発生要因の変化を定量

的に分析したものも見られるが，COVID-19 を経て地方

居住を拡大する上で重要となる三大都市圏居住者の「分

散型」転居意向の発生実態を定量的に明らかにしたもの

は見られない．また，流行下での地方への転居意向の発

生要因を郊外への転居意向と比較して把握したものも見

られない． 

加えて，流行下での地方移住意向の要因を見た研究で

は，要因として人々の性格や住みたい居住地への意識な

どを十分に考慮されていない．テレワークなどの要因の

みならず，こうした性格特性などの要因も考慮した分析

を行うことで，ポストコロナでの地方居住拡大に向けた

施策のアプローチやターゲットを明確にすることにつな

がると考えられる． 

 

(2) 本研究の目的・内容 

 以上を踏まえ，本研究の目的を，COVID-19 流行下で

の三大都市圏における「分散型」転居意向の発生実態を

捉えることで，COVID-19 を契機とした地方居住の促進

に向けた施策検討を行う上での参考となる情報を得るこ

ととする． 

 この目的を達成するために，COVID-19 流行下におけ

る三大都市圏居住者の地方や郊外への転居意向に関する

情報が必要となる．そこで，本研究では全国各市区町村

から一定割合以上サンプルを抽出しており，流行下での
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転居意向の有無に併せて，多様な回答者属性情報を有し

ている大東建託賃貸未来研究所が実施した住みここち調

査注8)を用いて分析を実施する． 

本研究の構成は以下の通りである．まず3にて住みこ

こち調査の概要を説明するとともに，本研究で対象とす

る転居意向である「分散型」転居意向，地方のみ転居意

向，郊外のみ転居意向の定義を行う．その上で， 4では

COVID-19 による「分散型」転居意向の発生のしやすさ

の地域差を明らかにする．そして，5 ではまず「分散型」

転居意向の発生要因について定量的に明らかにする．そ

の上で，特に三大都市圏の中心都市にエリアを限定し，

「分散型」転居意向のなかで，その行き先が地方となる

のか，それとも郊外となるのかを分けることに寄与して

いる要因を定量的に捉える． 

 

 

3. 分析の概要 

 

(1) 使用データの概要  

本研究においては大東建託株式会社賃貸未来研究所

が実施した住みここち調査を用いる．調査概要は表-1

の通りである．本調査は 2019 年から毎年 3 月に継続的

に実施されているが，本研究では COVID-19流行下での

人々の転居意向を捉えるため，2021 年度調査と 2022 年

度調査を用いる．調査対象地域は全国となっており，

各自治体の人口比で割付を行って回答を回収している．

有効サンプルサイズは 269,646 である．本研究では「分

散型」転居意向の実態を把握するため，三大都市圏注 9)

に着目した分析を行うことから，分析対象サンプルサ

イズは 59,528となった．  

調査項目としては，性別，年齢などの個人属性，世

帯年収，世帯構成などの世帯属性，職業やテレワーク

の実施状況などの勤務属性，居住地特性に加え，回答 

 

者の性格・価値観や住みたい地域の特徴などについて

も聴取している． 

 

(2) 転居意向の定義 

 本研究における転居意向の定義を行う．まず，「分散

型」転居意向について，都心から外側，つまり地方や郊

外への転居意向のみを持つ回答者とする．また，「転居

意向無し」については，COVID-19 流行下でも明確に転

居意向が発生していない回答者とする．そして，「分散

型」転居意向の行き先を分ける要因を分析するため，

「地方のみ転居意向」と「郊外のみ転居意向」を定義す

る．「地方のみ転居意向」について，「分散型」転居の

中でも，地方への転居意向のみを持つ回答者とする．同

様に，郊外への転居意向のみを持つ回答者を「郊外のみ

転居意向」とする．これらの定義に基づき，表-2に示す

COVID-19 流行下での転居意向に関する設問に対して，

該当する回答者を選定した． 

 

(3) 分析のフロー 

 分析のフローについて記載する．まず，COVID-19 に

より「分散型」転居が発生するポテンシャル(以下，発

地ポテンシャル)の地域差を明らかにするために， 4 で

は三大都市圏において市区町村ごとに，全回答者に占め

る「分散型」転居意向を持つ回答者の割合(以下，「分

散型」転居意向率)を算出し地図上に示す． 

 そして，「分散型」転居意向の発生要因について明ら

かにするために，5 では「分散型」転居意向と転居意向

無しを目的変数，個人属性や世帯属性，居住地属性，性

格特性などを考慮した説明変数として考慮した判別分析

を行う．その上で，特に三大都市圏の中心都市に対象地

域を限定し，判別分析により郊外のみ転居意向が生じた

人に対する地方のみ転居意向が生じた人の特徴を分析し，

「分散型」転居意向のなかでの行き先の違いに寄与して

いる要因を明らかにする． 

 

 

 

実施主体 大東建託株式会社賃貸未来研究所

手段 マクロミル調査モニターに対するWebアンケート調査

調査期間
2021年調査：2021年3月17日～3月30日
2022年調査：2022年3月8日～3月29日

調査対象 全国(各自治体の人口比に割付)

有効

サンプル

サイズ

269,646 (2021年調査：135,033　2022年調査：134,613)

分析対象

サンプル

サイズ

59,528

主な

設問項目

・個人属性(性別・年齢など)/世帯属性(世帯年収，

　世帯構成など)/勤務属性(職業，勤務時間，

　テレワークの有無など)
・居住地の地域属性(居住自治体，周辺地域の特徴)/
　住居特性(所有形態，面積)
・ライフスタイル/価値観/性格因子

・居住地域・建物への満足度/まちへの気持ち

・COVID-19による意識の変化・転居実施状況

表-1 住みここち調査の概要 

コロナをきっかけにして大都市へ引っ越ししようと考えている
【大都市転居意向】

設問文

コロナをきっかけにして郊外に引っ越ししようと考えている
【郊外転居意向】

コロナをきっかけにして地方に引っ越ししようと考えている
【地方転居意向】

コロナをきっかけにして都心部へ引っ越ししようと考えている
【都心転居意向】

表-2 COVID-19流行下での転居意向に関する設問 
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4. 「分散型」転居意向の発地ポテンシャルが 

高い地域の特徴 

 

COVID-19 流行を踏まえた三大都市圏からの地方居住

の促進を考える上では，まず三大都市圏の中のどのよう

な地域が「分散型」転居の発地としてのポテンシャルが

高いのかを把握することが重要と考えられる．「分散型」

転居の発地となりうるのは，COVID-19 流行下で「分散

型」転居意向が発生しやすい地域であると考えられる．

そこで，本章では市区町村ごとに「分散型」転居意向率

を算出し，その地域ごとの違いを明らかにする． 

 各自治体の「分散型」転居意向率を地図上にプロット

したものが図-1である．なお，集計にあたっては，人口

規模が一定程度ある自治体を対象とするため，都市圏の

大きさを考慮して，東京圏は全域，中京圏，大阪圏はそ

れぞれ名古屋市中区，大阪府中央区から 50km 圏内にあ

る自治体を対象とした．加えて，回答者数が 30 未満の

自治体も集計から除外した．ここから以下のことがわか

る． 

1) 都市圏ごとに「分散型」転居意向率の高低に差は

あるものの，それぞれの都市圏の中心部には比較

的「分散型」転居意向率が高い自治体が存在して

いる．そして，都心から離れるほど概ね「分散型」

転居意向率が減少する傾向が見られる． 

2) 特に東京圏において「分散型」転居意向率が 3%以

上と相対的に高い自治体が集積している．また，

東京圏では東京都 23 区のみならず，埼玉県南部や

千葉県北西部，神奈川県横浜市，川崎市などにお

いても「分散型」転居率が高い地域が見られた．

こうしたことから，東京圏は三大都市圏の中でも

COVID-19 流行を契機とした「分散型」転居の発地

としてのポテンシャルが高いエリアが大きいとい

うことが明らかとなった． 

 
 
5. COVID-19流行下での転居意向の発生要因 

  

 本章では，COVID-19 流行下で三大都市圏において都

心を離れる方向に向かう転居意向の発生要因の実態を捉

えることを目的とした判別分析を行う．まず(2)では，

COVID-19 流行下で実際に発生した都心からの「分散型」

転居意向の発生要因を定量的に捉えることを目的とし，

「分散型」転居意向と転居意向無しを目的変数とした判

別分析を行う．次に(3)では「分散型」転居の発地ポテ

ンシャルが高い三大都市圏の中心都市である東京 23 区，

名古屋市，大阪市に対象を絞り，「分散型」転居意向を

示した人の中で都心からの「分散型」転居の行き先を決

める要因を明らかにするため，地方のみ転居意向と郊外

その1 東京圏 

その2 中京圏 

その3 大阪圏 

図- 1 三大都市圏における各市区町村ごとの「分散型」転     

                居意向率の分布 
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のみ転居意向を目的変数とした判別分析を行う． 

 

(1) 使用する変数の概要 

 判別分析において使用する変数の概要について記載す

る．本分析では，転居意向の発生に関係すると考えられ

る世帯属性，住居特性や居住地特性についての変数を使

用した．それに加え，COVID-19 流行による生活行動変

化の代表例といえるテレワークの実施状況に関する変数

を使用した．また，施策検討にあたり，外部観察可能な

情報のみならず，より詳細な，転居意向の発生要因に関

係していると考えられる個人の内面的な特徴に関する情

報を得ることが重要と考えられる．そこで，本分析では

価値観・性格に関する変数と住みたいまちの特徴に関す

る変数を使用した． 

 

(2) 「分散型」転居意向の発生要因 

 図-2は，三大都市圏からの「分散型」転居意向の発生

要因を把握することを目的とした，「分散型」転居意向

と転居意向なしを目的変数とした判別分析の結果である．

この結果から以下のことがわかる． 

1) 年齢が低い人ほど「分散型」転居意向が生じやす

い傾向にあることがわかる．これは，若い人ほど

オンライン移行など COVID-19流行による生活行動

の変化に親和性が高く，居住地や住居に求める要

素が変化したことが影響している可能性があると

考えられる．  

2) 居住地が都心から近い人ほど「分散型」転居意向

が生じやすい傾向にあり，特に東京都市圏におい

てその傾向が顕著であることがわかる．東京都は

全国で比較して COVID-19感染者が特筆して多い地

域であり，感染への不安から「分散型」転居意向

が生じやすい傾向にあったことが推察できる． 

3) テレワーク実施状況について，「ほぼテレワーク」

が「分散型」転居意向の発生に最も大きな影響を

与えているなど，テレワーク実施頻度が高くなる

につれて「分散型」転居意向が生じやすい傾向に

あることが見てとれる．これはテレワークの頻度

が高いほど出勤の頻度が低くなることから，勤務

先から離れた場所を居住地として選択しやすくな

るためと考えられる．これに加え，テレワークの

普及により住居に求めるものや居住地への選好が

変化したことも影響を与えていると考えられる． 

4) コロナで収入が減った人ほど「分散型」転居意向

が生じやすい傾向がある．生活コストは居住地移

動に影響を与える要素の一つであり，生活コスト

が低い地域に転居することが，収入減少への対処

法の一つとして考えられる注 10)ため，このような傾

図- 2 「分散型」転居意向と転居意向無しを目的変数とし

た判別分析結果 
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向がみられたことが考えられる． 

5) 住居の所有形態について，自己・親族所有と比較

し，賃貸住宅や社宅に居住する人ほど「分散型」

転居意向が生じやすい傾向にある．このことから，

一戸建て居住者に比べ賃貸や社宅居住者のような，

自由に居住地を変えやすい人の方が「分散型」転

居意向が生じやすい可能性が明らかとなった．  

6) 価値観・性格について，COVID-19 を機に居住地を

悪いと思うようになった人ほど「分散型」転居意

向が生じやすい傾向にあることがわかる．一方，

主観的幸福度が高い人ほど転居意向が生じない傾

向にあることがわかる．  

7) 標準化係数は小さいものの，新しいものが好きな

人についても「分散型」転居意向が生じやすい傾

向にあることがわかる．そのような人は COVID-19

を機に流行した「分散型」転居に対しての反応が

大きく，流行に対する意向の反映が素早かったた

めこのような傾向が生じたと考えられる． 

8) 住みたいまちの特徴について，都心へのアクセス

の良い街や治安の良い街を志向する人ほど転居意

向がないことがわかる．その反面，自然環境や街

の歴史や伝統を重視する人ほど「分散型」転居意

向が生じやすい傾向にあることがわかる．  

 

(3) 「分散型」転居意向の行き先を分ける要因  

 (2)では,「分散型」転居意向の発生に影響を与えるよ

うな要因を明らかにした．本節では，三大都市圏の中心

都市である東京 23 区，名古屋市，大阪市を対象に，地

方のみ転居意向と郊外のみ転居意向を目的変数とした判

別分析を行う．図-3に示す分析結果より，以下のことが

わかった． 

1) 個人属性について，女性と比較して男性の方が，

郊外と比較して地方のみ転居意向が発生しやすい

傾向にあることがわかる．また，若い人ほど「分

散型」転居意向が発生しやすい傾向があったもの

の，「分散型」転居意向の行き先が地方であるか

郊外であるかについては，年齢は有意な影響を与

えていないことがわかる． 

2) テレワーク実施状況について，出勤がメインでた

まにテレワークの人ほど，地方と比較して郊外を

志向する傾向にあるものの，概ねテレワークの頻

度は「分散型」転居意向の行き先を地方か郊外か

を分ける有意な要因とはなっていない傾向がある

ことがわかる． 

3) 世帯年収について，世帯年収が低い人ほど地方と

比較して郊外のみ転居意向が生じやすい傾向にあ

ることがわかる．このことから， COVID-19流行下

では「分散型」転居意向が発生した場合でも，世

帯年収が低いとその行き先は地方ではなく，郊外

への転居意向にとどまってしまう可能性が示唆さ

れた． 

4) 住みたい街の特徴について，有名観光地や人気ス

ポットのある街に住みたいと回答した人ほど地方

と比較して郊外のみ転居意向を示す傾向にある．

地方と比較して，三大都市圏郊外地域の方がその

ようなコンテンツが充実しているというイメージ

図- 3 地方のみ転居意向と郊外のみ転居意向を目的変

数とした判別分析結果 
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があることによるものと考えられる．また，三大

都市圏中心都市居住者は郊外地域について，有名

観光地や人気スポットが充実しているというイメ

ージを抱いている傾向にあることも推察される． 

5) COVID-19 を機に居住地周辺に求める要素が変化し
注 6)，加えてマイクロツーリズムの拡大により居住

地周辺で文化見聞や自然体感ができる観光を行う

人が増えている 10)．これを背景に，COVID-19 を契

機とした意識変化が生じた人が，そのような要素

が充実している地域への転居を志向した結果，郊

外と比較して地方のみ転居意向を示す傾向がみら

れた． 

 

 

6. おわりに 

  

 本研究では，ポストコロナにおける人口の地方居住施

策を検討する上での課題を把握するために，COVID-19

を契機とした「分散型」転居意向の実態について，意向

が発生した人の空間的な分布や，転居意向発生の要因分

析から明らかにした．本研究の主な成果は以下の通りで

ある． 

1) 三大都市圏について，自治体ごとに COVID-19を契

機とした「分散型」転居意向率を算出したところ，

「分散型」転居意向の発地ポテンシャルが高い地

域は三大都市圏中心部に多くみられ，特に東京 23

区などの東京中心部で多くみられた． 

2) テレワークの実施頻度が高いほど，「分散型」転

居意向が発生しやすい傾向にあるものの，その行

き先が郊外となるか，それとも地方となるかにつ

いてはテレワークの実施状況は与える影響は小さ

いことが明らかとなった．現状，テレワークの普

及が人口の地方分散を促すといったイメージや期

待をベースとした議論がなされているが，それは

妥当なものでない可能性がある．  

3) 世帯年収について，「分散型」転居意向の発生要

因としては影響が小さいが，その行き先が地方と

なるか郊外となるか分ける要因としては，低収入

の人については郊外への転居意向にとどまること

が明らかになった．  

4) 個人の性格や考え方に着目し，転居意向への影響

を分析した結果，COVID-19 をきっかけに居住地を

悪いと思った人や，居住地周辺の自然環境，居住

地でのイベントやお祭りが多いこと，街の歴史や

伝統を求める人が郊外に比べ，地方への転居意向

が生じる傾向にあることが明らかとなった． 

 本研究の今後の課題について述べる．本研究では様々

な回答者属性に基づき転居意向の発生要因を把握したが，

それらがどの程度実際の地方や郊外への転居につながっ

たのかまでは把握できていない．今後，地方居住施策を

検討するにあたっては，COVID-19 流行下で実際に地方

に対して転居を行った人と郊外に対して転居を行った人

それぞれの特徴の違いを捉えることがポストコロナでの

地方居住施策の方向性を検討するうえで重要であると考

えらえる． 

 

謝辞：本論文の作成にあたっては，JSPS 科学研究費

(20K21017)および一般社団法人日本国土開発未来研究財

団の研究助成を得た．記して謝意を表する． 

 

NOTES 
注1) 内閣府：第 5 回新型コロナウイルス感染症の影響下

における生活意識・行動の変化に関する調査，https:
//www5.cao.go.jp/keizai2/wellbeing/covid/pdf/result5_co
vid.pdf，最終閲覧 2023.2 

注2) 首相官邸：令和 2 年 6 月 18 日安倍内閣総理大臣記者

会見，https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11547454/ 
www.kantei.go.jp/jp/98_abe/statement/2020/0618kaiken.
html，最終閲覧 2023.2 

注3) 内閣官房：デジタルの力を活用した地方の社会課題

解決，https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digitaldenen/abo
ut/social-issues.html，最終閲覧 2023.2 

注4) 総務省統計局：住民基本台帳人口移動報告 2021 年

（令和３年）結果，https://www.stat.go.jp/data/idou/20
21np/jissu/youyaku/index.html，最終閲覧 2023.2 

注5) 総務省統計局：住民基本台帳人口移動報告 2022 年

（令和４年）結果，https://www.stat.go.jp/data/idou/20
22np/jissu/youyaku/index.html，最終閲覧 2023.2 

注6) 三菱リサーチ&コンサルティング：移住の決め手は

コロナ前後で変化したか？自然環境は移住の決め手

になりうるか？，https://www.murc.jp/wp-content/uplo
ads/2021/08/seiken_210804_02.pdf?utm_source=twitter&
utm_medium=sns&utm_campaign=cc&utm_term=seiken
_210804_02，最終閲覧 2023.2 

注7) 坊美生子：地方・郊外移住を希望するのはどんな人

か～「第 8 回 新型コロナによる暮らしの変化に関

する調査」より，https://www.nli-research.co.jp/files/to
pics/71817_ext_18_0.pdf?site=nli，最終閲覧 2023.2 

注8) いい部屋ネット：街の住みここちランキング調査概

要， https://www.eheya.net/sumicoco/outline/index.html ，

最終閲覧 2023.2 

注9) 株式会社日本政策投資銀行発行の 2022 年度版地域ハ

ンドブックによる三大都市圏の定義を参照した． 
東京圏：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県 
中京圏：愛知県，三重県 
大阪圏：京都府，大阪府，兵庫県 

注10) 内閣府：新型コロナウイルス感染症の影響下におけ

る生活意識・行動の変化に関する調査, https://www5.
cao.go.jp/keizai2/wellbeing/covid/pdf/result4_covid.pdf,
 最終閲覧 2023.2 

注11) 内閣官房：デジタル田園都市国家構想総合戦略(2023
年度~2027 年度), https://www.soumu.go.jp/main_content
/000853677.pdf，最終閲覧 2023.2 
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